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群馬県後期高齢者医療広域連合第３次広域計画 

 

１ 広域計画の趣旨 

 

 群馬県後期高齢者医療広域連合（以下「広域連合」という。）では、地方

自治法第２９１条の７の規定に基づき、広域連合の基本方針や基本施策を掲

げるとともに、後期高齢者医療制度の事務を総合的かつ計画的に行うため、

群馬県後期高齢者医療広域連合広域計画（以下「広域計画」という。）を策

定しています。 

広域計画では、広域連合と構成する県内３５市町村が処理する事項等につ

いて定めるとともに、連絡調整を図りながら処理する事項等について具体的

に定めるものです。 

平成２０年度から平成２４年度までを計画期間とする第１次広域計画、平 

成２５年から平成２９年度までを計画期間とする２次広域計画で掲げた基

本方針及び基本施策を踏まえ、引き続き関係市町村と連携しながら、後期高

齢者医療制度の安定的な運営を行っていくため、平成３０年度から３４年度

までを計画期間とする群馬県後期高齢者医療広域連合第３次広域計画（以下

「第３次広域計画」という。）を策定するものです。 

 

 

２ 後期高齢者医療の現状と課題 

 

 後期高齢者医療制度の被保険者は、７５歳以上の後期高齢者（９７％程度）

と一定の障害がある６５歳以上７５歳未満の高齢者（３％程度）で構成され

ています。 

 後期高齢者医療制度が始まった平成２０年から平成２８年の日本の人口

は微減ですが、７５歳以上の方の比率は微増しています。これは、群馬県に

おいても同様のことが言えます。 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成２５年３月推

計）」に拠ると、いわゆる団塊の世代が７５歳に達する平成３７年には、よ

り高齢化が進んでいると想定されています。 

 一人当たりの医療費も、医療の高度化に伴い年々増加傾向にあります。 

今後、高齢者の医療費を負担する現役世代は減り続け、高齢者医療を取り

巻く環境は厳しさを増すものと想定されます。 

このような状況から、今後、医療費の伸びをできるだけ抑え、持続可能な
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制度運営を行うためには、医療費の適正化や被保険者の健康保持の増進、健

康寿命の延伸のための保健事業を拡充するなど、保険者機能を強化する取り

組みが最重要課題となっています。 

 

○人口、高齢化率比較表 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

※「人口推計（各年 10 月 1 日現在推計人口）」（総務省統計局）および「日本の地域別将

来推計人口（平成 25 年 3 月推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）を加工して作成 
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○1 人当たりの後期高齢者医療費の推移（円） 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

平成20年度 22年度 24年度 26年度

千円

全国

群馬県

 

※「後期高齢者医療事業状況報告(年報：確報)」（厚生労働省）を加工して作成 

 

 

３ 広域計画の項目 

 

 広域計画は、群馬県後期高齢者医療広域連合規約（以下「規約」という。）

第５条の規定に基づき、次の項目について記載します。 

 

(１) 後期高齢者医療制度の実施に関連して広域連合及び関係市町村が行う

事務に関すること。 

 

(２) 広域計画の期間及び改定に関すること。 

 

(３) その他、基本方針、基本施策、保健事業及び目標管理等に関すること。 

 

 

４ 基本方針 

 

 広域連合は、被保険者の心と体の健康、活気ある暮らしの実現を第一に考

え、後期高齢者医療の現状把握を的確に行い、制度改正等に迅速に対応する
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とともに、高齢者の特徴とニーズに合わせた保健事業等のサービス向上に努

めます。 

また、関係市町村と連携を図りながら、後期高齢者医療制度の円滑な事業

の実施と効率的かつ安定的な事業執行を目標とすることにより、継続的に高

齢者社会に対応できる財政基盤と組織体制を整備・推進します。 

 

 

５ 基本施策 

 

(１) 後期高齢者医療制度の普及啓発と給付の適正化 

後期高齢者医療制度の理解を深めるために普及啓発と医療費の内容

を常に点検し、医療給付費の適正化を図ります。今後も医療給付費の増

加が見込まれる事から、ジェネリック医薬品の差額通知や医療費通知、

重複・頻回受診者への訪問指導等を実施することにより、医療費の適正

化を図ります。 

 

(２) 後期高齢者医療制度事務の効率化 

   後期高齢者医療制度の事務について、広域連合と関係市町村がその役

割を明確にするとともに、諸問題の検討、補完、調整を行い共同する事

務の効率化を図ります。 

 

(３) 後期高齢者医療の財政の安定化 

適正な競争原理により、システム改修経費等をはじめとした諸経費の

削減と集中管理に取り組み、保険料収納率の向上を図るとともに、負担

割合差額や資格喪失後受診などの不当利得等の債権回収の推進により、

財政基盤の安定運営を図ります。 

 

(４) 住民サービスの向上と保健事業の推進 

事業運営の広域化により住民の利便性が低下することのないよう、関

係市町村と綿密な連携を図りながら、住民サービスの向上に努めます。 

また、データヘルス計画を活用し、健診とその後の保健指導を含めた受

診率向上の取組み、高齢者の特徴に特化した健康教室、健康増進事業、介

護保険法事業（予防事業）との連携を図ることで保健事業を推進します。 
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(５）事業評価と組織体制の強化 

 事業の適正な進行管理を実施し、事業評価を行うことにより、適宜、

施策の見直しを図るとともに、職員の人材育成にも取り組みます。また、

広域連合の運営を担う組織体制、専門職のあり方について検討を進める

ことで、組織の活性化につなげます。 

 

 

６ 目標値の設定 

 

 基本施策を推進する中で、各種事業の目標値を設定し、その達成を目指し

て事務の遂行に努めます。また、その実現に向けた事業内容の検証を毎年行

います。 

   平成２８年度 

（現状値） 

平成３２年度 

（中間） 

平成３４年度 

（最終目標） 

一人当たりの医療費 866,447 円 900,000 円 920,000 円 

受診率 

健康診査 37.17％ 37.60％ 38.00％ 

歯科検診 14.11％ 17.00％ 20.00％ 

健診受診者訪問指導事業 0 市町村 12 市町村 18 市町村 

重症化予防事業 0 市町村 12 市町村 18 市町村 

重複頻回受診者訪問指導者数 56 人 150 人 200 人 

ジェネリック医薬品の普及率

（数量ベース） 
70.6％ 80.0％ 82.0％ 

保険料徴収率 99.02％ 99.15％ 99.30％ 

 

 

７ 広域連合及び関係市町村が行う事務 

 

 広域連合及び関係市町村は、高齢者の医療の確保に関する法律に規定する

事務のうち、規約第４条に掲げる事務を行うものとします。その主な事務内

容は、別表のとおりです。 



6 

別表 

区分 広域連合が行う事務 関係市町村が行う事務 

被保険者の

資格管理に

関する事務 

・75 歳以上の者の資格管理 

・65～74 歳の者の被保険者認定 

・被保険者証の交付、回収 

・短期証等の発行 

・被保険者の資格に関する申請の 

受付 

・被保険者証の引渡し 

・短期証等の引渡し 

・被保険者証等の返還の受付 

医療給付に

関する事務 

・現物給付等の審査、支払 

・償還払い等の審査、支払 

・葬祭費等の支給 

・高額療養費等の申請の勧奨 

・高額療養費、移送費等の支給に 

係る申請の受付等 

・その他医療給付に係る申請受付 

・勧奨対象者の確認 

保険料の賦

課及び徴収

に関する事

務 

・保険料率の決定 

・保険料の賦課 

・保険料の減免、徴収猶予に係る 

申請に対する決定等 

・保険料の徴収 

・保険料等の納付 

・保険料の減免、徴収猶予に係る 

申請の受付等 

保健事業及

び医療費適

正化事業に

関する事務 

・保健事業に関する事務 

・医療費通知の送付 

・レセプト点検の実施 

・ジェネリック医薬品の普及促進 

・重複・頻回受診者に対する訪問 

指導対象者の選定および実施 

・第三者行為求償事務 

・保健事業に関する事務 

・訪問指導、健康教室等の実施 

・ジェネリック医薬品希望カード 

の配布 

・重複・頻回受診者に対する訪問 

指導 

・第三者行為傷病届等の受付 

その他後期

高齢者医療

制度に関す

る事務 

・上記事務に関連する事務 

・県知事への報告 

・上記事務に関連する事務 

 

 

８ 計画の期間 

 

 第３次広域計画の期間は、平成３０年度から平成３４年度までの５年間と

します。 

ただし、変化や事務の追加等があり、広域連合長が必要と認めるときは、

随時改定を行います。 


